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第 7章 社会貢献 

 

【到達目標】 

社会との交流を促進するために、本学ではイノベーション促進のための産官学交流や、社

会人への職業訓練、生涯学習機会の提供（公開講座・市民講座等）、地方公共団体との連携等

を行うために以下を到達目標とする。 

 
①公開講座等を開設し、大学の持つ知的資源を地域社会に公開・還元する事を目指す。 

 ②地域社会の諸組織の委員として、大学の持つ知的資源を提供する事を目指す。 

③知財本部活動として、技術移転推進体制の再構築を図る。 

④研究支援として、外部支援機関との連携や特許権信託制度の導入等の過年度より開始し

た各種取り組みの見直しを図りながら、新たな取り組みを開始することにより、受託研

究費・共同研究費の獲得額の増額を目指す。 

⑤産学連携・技術移転機関（TLO）の基となる学校法人所有の特許に係る事項においては、

特許出願数について、「職務発明届」申請数及び出願件数（企業との共同出願を含む）を

増やす。 

 

(7-1) 社会への貢献（大学基礎データ表 10参照） 

【現状説明】  

 本学では、大学基礎データ表 10のとおり、大学全体、各学部・研究科における公開講座や

地域との連携協力のほか、産官学交流センターでは、企業等との連携協力を行っている。 

＜大学全体＞ 

 大学全体として開催している公開講座としては、「ME 講座」、「Mathematica 講座」、「毎日学

ぶ英会話講座」がある。 

 また、2009 年度（平成 21 年度）中には、大学の教育や研究の活性化を目的に企業などか

らの資金援助を受けて運営される、所謂「寄付講座」の開設条件を整備したところである。 

「ME 講座」は、毎年、東京神田キャンパスで開講し、2009 年度（平成 21 年度）で第 33

回を迎えており、講座は、全 10 回（各 2コマ）行われ、毎年、前年度の受講者アンケートの

結果に基づき、受講者のニーズに沿ったテーマを設定している。 

講演内容については、講師に学内外の医用生体工学分野の第一線で活躍されている方を招

き、医療と福祉の最新技術の動向と展望、社会的要請等を取り入れた内容で構成されており、

2009 年度（平成 21 年度）においては一部内容を地域社会の生涯学習活動に貢献できるよう

工夫した。   

受講者については、専門性が高いことから主に社会人（企業団体・個人等）の申し込みが

多いが、本学大学院理工学研究科の科目等履修生として受講することが出来、単位を取得す

ることも可能であることから大学院生の受講者もある。2009 年度（平成 21 年度）は、69 名

（個人 9名、企業団体 24 名、大学院生 14名、学部生 14名、本学卒業生 2名、受講日指定 6
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名）の受講申込みがあった。 

 

2009 年度（平成 21年度）第 33 回 ME 講座「先端技術がひらく医療と福祉の未来」（全 10 回）

（表 7-1） 

開講日 
時

限 
題  目 

微細加工技術を用いたバイオマニピュレーション 
1 

鷲津 正夫（東京大学 工学系研究科 バイオエンジニアリング専攻 教授） 
トランスレーショナルリサーチに向けたクローンブタ遺伝子改変ブタの開発 

9 月 24 日

（木） 
2 

長嶋 比呂志（明治大学 農学部 生命科学科 教授） 
マイクロ・ナノフルイディクスとバイオへの応用 

1 
北森 武彦（東京大学大学院 工学系研究科 応用化学専攻 教授） 
ナノバイオマテリアルの創製と医療応用への取り組み 

10 月 1 日

（木） 
2 

平栗 健二（東京電機大学 工学部 電気電子工学科 教授） 
内視鏡イメージング技術の開発 

1 
後野 和弘（オリンパスメディカルシステムズ株式会社 研究部 主席研究員） 
手術用ロボットの現状とこれから 

10 月 8 日

（木） 
2 

橋爪 誠（九州大学大学院 医学研究院 先端医療医学部門 教授） 
医療とメカノバイオロジー 

1 
成瀬 恵治（岡山大学大学院 医歯薬学総合研究科 システム生理学 教授） 
低侵襲がん治療の最前線 10 月 15 日

（木） 
2 北川 雄光（慶應義塾大学大学院医学研究科外科系専攻外科学（一般・消化器教

授） 
MEG による脳機能解析とこれから 

1 
栗城 眞也（東京電機大学 先端工学研究所 教授） 
最新光トポグラフィ技術とその応用 

10 月 22 日

（木） 
2 

牧 敦（株式会社日立製作所 基礎研究所 主管研究員） 
医療機器が今後の医療に果たす役割 

1 
菊地 眞（防衛医科大学校 副校長／医用工学講座 教授） 
医療とヘルスケアのためのバイオセンサ 

11 月 5 日

（木） 
2 

三林 浩二（東京医科歯科大学 生体材料工学研究所 教授） 
高齢者への聞きやすい情報提示・情報機器設計のこれから 

1 今井 篤（ 財団法人 NHK エンジニアリングサービス 放送技術部 チーフ・エ

ンジニア） 
生体信号の容量性計測とウェアラブル・調度センサへの展開 

11 月 12 日

（木） 

2 
植野 彰規（東京電機大学 工学部 電気電子工学科 准教授） 
「見る」「聴く」「話す」を助ける医療・福祉技術 

1 
伊福部 達（東京大学 先端科学技術研究センター 特任教授） 
ＩＴを使った医療情報システムによる病院運営・経営と地域医療連携 

11 月 19 日

（木） 
2 

松原 要一（山形県鶴岡市立庄内病院（外科） 院長） 
在宅型健康機器の現状と将来 

1 
志賀 利一（オムロンヘルスケア株式会社 新規事業開発センター） 
日米の医療機器審査制度の概要 

11 月 26 日

（木） 
2 

岡崎 譲（独立行政法人医薬品医療機器総合機構医療機器審査部審査専門員） 
12 月 3 日 1 睡眠の生理的機構と疾患 
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井上 雄一（財団法人 神経研究所附属睡眠学センター センター長） （木） 

2 修了式 
 

また、日本 Mathematica ユーザ会（JMUG）の協力のもとに、若い生徒・学生から熟年の技

術者・教員や数式処理ソフト（Mathematica）に興味を持つ人たちを対象として、東京神田キ

ャンパスにおいて、「第 31 回 Mathematica 公開講座」を以下のとおり開催した。 

 

2009 年度（平成 21 年度）第 31回 Mathematica 講座（表 7-2） 

日程 内容 

1.初級チュートリアル（a）  

  「入門 Mathematica の基本的な構造」 

2.中級チュートリアル（b） 

 「グラフィックスの新機能と数学教材作成」 
7 月 4 日 

3.中級チュートリアル（c） 

 「Mathematica の活用～統計、経営、環境問題への応用」 

 

 「毎日学ぶ英会話講座」では、東京神田キャンパスと埼玉鳩山キャンパスにおいて、通年

全 100 回（通年申込み：前期 50 回、後期 50 回）で行われている。講座は、学外業者との業

務委託契約で実施されている。クラス（原則 12人以下）については、講座申込時に行うレベ

ル判定テストを基に編成され、各受講生の会話レベルに適した少人数教育を実施している。

年２回の講座実施報告書によると、受講者からの満足度は非常に高い。継続受講者の割合が

６割を超えることも、それを証明している。受講対象者は一般、学部・大学院生、卒業生、

教職員と幅広く申し込みができる。 

 産官学交流センターにおける、教育研究成果(「研究シーズ」)の社会への還元については、

学校法人が所有する特許を中心とした知的財産を基に、産官学交流センターに配置された産

学連携コーディネーターが中心となり、企業等を中心に社会全体に本学の研究内容を紹介す

べく体制を構築し活動している。 

 

＜東京神田キャンパス＞ 

千代田区からのボランティア要請により、秋葉原周辺の清掃への協力のほか、神田祭では、

前夜祭での御神輿担ぎ、神田祭りイベントにおけるウォークラリー運営補助等を行っている。

また、学園祭では 2日間小学生・保護者を対象とした「親子で学ぶサイエンス体験教室」を

開催している。 

公開講座としては、工学部第二部・工学研究科では、下表のとおり、社会人を対象とした

公開科目を開講している。なかでも、例年、受講申込み者数の多い、工学部第二部公開科目

特別講義は、2009 年度（平成 21 年度）については、「暮らしと環境を支える電気・情報通信

技術」のテーマで外部講師（後援：国土交通省）を招き、全 6回で開催した。 

 

2009 年度（平成 21 年度）工学部第二部公開科目（16 科目）（表 7-2） 
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科目名 配当 科目名 配当 

イノベーション経営論 前期 特許法 後期 

人工環境計画 前期 生活支援工学 後期 

ユビキタス無線工学 前期 マルチメディア工学 後期 

実用情報処理Ⅰ 前期 ベンチャー企業論 後期 

e-ビジネス情報技術 前期 実用情報処理Ⅱ 後期 

コンピュータリテラシ 前期・集中 実用ドイツ語 通年 

品質管理 前期・後期 中国語 通年 

技術者倫理 前期・後期 ビジネス英語 通年 

 

2009 年度（平成 21 年度）工学部第二部公開科目特別講義（全 7回） 

テーマ：「暮らしと環境を支える電気・情報通信技術」（後援：国土交通省）（表 7-3） 

日程 内容 

9 月 19 日 道路環境を支える電気・情報通信技術 

9 月 26 日 水環境を支える電気・情報通信技術 

10 月 17 日 住環境を支える電気・情報通信技術 

10 月 24 日 長大橋と電気・情報通信技術 

11 月 14 日 自然エネルギーの新たな利用や省エネルギー関連技術 

11 月 28 日 自然環境の監視と情報通信技術 

    

2009 年度（平成 21 年度）工学研究科公開科目（16 科目）（表 7-4） 

科目名 配当 科目名 配当 

圧縮性流体力学特論 前期 建築形態論 後期 

エネルギー変換工学 前期 高電圧・大電流工学 後期 

光微細加工技術特論 前期 ニューロコンピューティング 後期 

有機合成特論 前期 塑性力学特論 後期 

メカトロニクス特論 前期 ソフトウエア工学特論 後期 

パワーエレクトロニクス特論 前期 分子分工学 後期 

ディジタル音響処理 前期 マルチメディアデータベース 後期 

ネットワークロボティクス 前期 現代暗号工学 後期 

数値建築振動論 前期 情報セキュリティ特論 後期 

 

また、未来科学部では、「イブニングセミナー」として、世界的に活躍している外部講師を

招いた公開講演会を行い、その他にもオープンラボ MI-RAI を開催し、各研究室の技術展示（パ

ネルシンポジウムを含む）を行った。さらに建築学科では FA Lecture を開催し、外部講師を

招き、建築の魅力と未来についての講演を行った。 

 教育研究の成果の社会への還元について、工学研究科大学院生の論文発表会のほか、研究

成果の公表等がある。 
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国や地方自治体等への政策形成への寄与については、東京神田キャンパスの教職員は、官

公庁や独立行政法人、財団法人、企業等での学術指導、各委員会委員等で幅広く活躍してい

る。 
大学の施設・設備の社会への開放や社会との共同利用の状況については、施設の学外貸与

規程に基づき、有料での施設・設備の貸与を行っており、本学と関係ある学会の講演会及び

講習会等については、使用料を免除している。また、図書館の開放については、神田キャン

パスは、狭隘なキャンパスで、在学生に対する閲覧座席数が少ないため積極的に開放は行っ

ていないが、企業からの紹介状等があった場合には柔軟に対応している。 
東京神田キャンパスが所在する千代田区とは、「大規模災害時における協力体制に関する基

本協定」を締結し、大規模災害時において大学の施設の一部を一時的非難施設として提供す

る。これは、地震等大規模災害時における、地域住民、在勤者等の安全確保や生活復興等の

応急対策を迅速に推進できるように、学生ボランティアの派遣、施設の避難場所（神田キャ

ンパス）としての提供、応急医療資材及び備蓄物資の提供等について協力するものであり、

この協定に基づき、帰宅困難者支援訓練も行っている。 
 

＜埼玉鳩山キャンパス＞ 

 学生の活動として、埼玉鳩山キャンパスから高坂駅までの清掃活動を行っている。また、

東松山市、鳩山町の後援により、管弦楽団が社会人や小・中・高生を対象として、楽器の説

明やオーケストラの演奏を行い、音楽の喜びを教えることを目的とした「オーケストラを楽

しもう」を開催している。 

公開講座としては、下表のとおり、理工学研究科で社会人を対象とした理工学研究科公開

科目を 19科目開講している。 

また、小・中学生と保護者を対象とした「親子で学ぶおもしろサイエンス」、彩の国大学コ

ンソーシアムでの公開講座への講師派遣のほか、川越市との委託契約による講座（川越シテ

ィカレッジ）を開講している。 

 

2009 年度（平成 21 年度）理工学研究科公開科目（「大学におけるリカレント教育科目」） 

（16 科目）（表 7-5） 

科目名 配当 科目名 配当 

確率過程論 前期 化学熱力学特論 後期 

技術評価特論 前期 環境影響評価特論 後期 

数理科学基礎 前期 科学技術社会論 後期 

再生医工学 前期 計算機ネットワーク特論 後期 

低温生物工学 前期 品質工学特論 後期 

MOE 概論 前期 生理活性有機化合物論 後期 

自動車の運動力学特論 前期 言語情報システム論 後期 

  バイオメカトロニクス特論 後期 

  MOT 概論 後期 
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2009 年度（平成 21 年度）公開講座「親子で学ぶおもしろサイエンス」（全 5回）（表 7-6） 

日程 内容 

8 月 22 日 楽しい一日理科実験室 

9 月 19 日 クレイアニメを楽しむ 

10 月 10 日 植物の種を自分で作ってみる（人工種子ってなぁ～に？） 

10 月 24 日 土の不思議 

11 月 14 日 車いすについて学ぼう 

11 月 21 日 親子でつくるデジタル紙芝居 

 

2009 年度（平成 21 年度）彩の国大学コンソーシアム公開講座（講師派遣）（表 7-7） 

日程 内容 
9 月 4 日 植物の「根も葉もある話」 

 

2009 年度（平成 21 年度）川越シティカレッジ講座 

テーマ：感性・情報・アミューズメントの新たな地平（全 5回）（表 7-8） 

日程 内容 
10 月 17 日 携帯電話の数学 

10 月 24 日 情報社会と代数学 

10 月 31 日 賭けと経済の数学 

11 月 14 日 古今東西・形をめぐる冒険 

11 月 21 日 無限とは何か？ 

 

教育研究の成果の社会への還元について、鳩山町等との連携した公開講座や理工学研究科

大学院生の論文発表会のほか、研究成果の公表等がある。 
国や地方自治体等への政策形成への寄与については、埼玉鳩山キャンパスの教職員は、官

公庁や独立行政法人、財団法人、企業等での学術指導、各委員会委員等として幅広く活躍し

ている。その中には、下表のとおり、｢鳩山町との連携協力に関する協定書｣との連携協定に

基づいた政策形成への寄与についても含まれている。 
 

2009 年度（平成 21 年度）鳩山町との連携協力協定による政策形成への寄与（表 7-9） 

会議名称 連携の形態 
鳩山町地域公共交通協議会委員 審議委員 

 
大学の施設・設備の社会への開放や社会との共同利用の状況については、積極的に開放は

行っていない。しかし、施設の学外貸与規程に基づき、有料での施設・設備の貸与を行って

おり、本学と関係ある学会の講演会及び講習会等については、使用料を免除している。 
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また、図書館については、現在、埼玉鳩山キャンパスでは「鳩山町との連携協力協定」に

基づき、閲覧のみを可能としている。 
さらに、鳩山キャンパスが所在する鳩山町とは、「災害時の安全確保と援助活動における相

互協力協定」を締結し、災害時の避難場所の開設（埼玉鳩山キャンパス）、災害時の情報を共

有することとなっている。本協定は、総務省消防庁の「災害時における地方公共団体と事業

所間の防災協力モデル事業」に採択されており、鳩山町と協力した防災訓練も実施している。 
 

＜千葉ニュータウンキャンパス＞ 

 情報環境学部では、印西市との連携協定に基づき、地域との交流に積極的に努めており、

学生参加型のボランティアとしては、下表のとおり、「マイペースパソコン塾」と「パソコン

先生」が実施されている。「マイペースパソコン塾」は、情報環境学部の基礎プロジェクト科

目の学生及びボランティア学生と地域の子供から高齢者までパソコンを通じた交流及びパソ

コン初心者の技術の向上を目的に行われている。「パソコン先生」については、印西市の情報

教育推進事業として、印西市の小・中学校にパソコン授業の指導や各校ホームページの作成

等を支援している。また、印西市とは、講師派遣による連携協力としても下表のとおり行っ

ている。さらに、印西市以外についても、学生参加型のボランティア活動を中心に行ってい

る。 

2009 年度（平成 21 年度）印西市との連携協力によるボランティア（表 7-10） 

名称 連携の形態 
マイペースパソコン塾（前期 9 回、後期 9 回） ボランティア 
情報推進事業（「パソコン先生」） ボランティア 
 

2009 年度（平成 21 年度）印西市との連携協力による公開講座（講師派遣）（表 7-11） 

名称 連携の形態 
「わくわく探検隊」１日大学生体験 講師派遣 
自然科学体験学習事業「わくわく親子科学体験・科学工作」 講師、補助学生派遣 
印西市民アカデミー 講師派遣 
いんざい産学連携センター（いんざい科学体験・工作教室） 講師派遣 
 

 公開講座としては、下表のとおり、情報環境学部公開科目として、「英語による一般教養授

業」を 5科目開講している。 

 

2009 年度（平成 21 年度）情報環境学部公開科目「英語による一般教養授業」（5科目） 

（表 7-12） 

科目名 配当 

異文化理解 後期 

時事問題 後期 

歴史Ⅱ 後期 
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欧米・アジア事情 後期 

国際関係論 後期 

 

なお、印西市と本学等とが連携して、2006 年度（平成 18 年度）に「いんざい産学連携セ

ンター」を設置し、新たなビジネスの芽を育てるインキュベートルーム、産業界・大学・市民が

交流し意識の向上を図る研修室、起業や技術を身近なものにする相談室などの施設を備え、地域

経済振興のための諸事業や、起業を目指す人に対する経営指導・技術指導等の起業支援を行って

おり、本センターは、指定管理者（NPO 法人 TDU いんざい産学官支援ネットワーク）で管理運

営等されている。2009 年度（平成 21 年度）の取組みは下表のとおりとなっている。 
 
2009 年度（平成 21年度）いんざい産学連携センターの取組み（表 7－13） 

項目 実施日 講演テーマ、研究会名称 

いんざい産学連

携交流会 

5 月 28 日 1.「国際商標「Suken」とグローバルな活用 

2.「実践 SNS コラボ研究会の目標・SNS－WebDB システムの研究

紹介」 

 7 月 23 日 最近の音響技術の動向とダイマジックの事業戦略 

 10 月 28 日 産業振興における専門職大学院の役割 

 2 月 25 日 研究事例発表：いんざい産学連携センターにおける産学連携支

援のための SNS システムの開発 

TDU 産学交流会 4 月 3 日 情報技術を活用した新しい農業ビジネス研究会 

 4 月 13 日 実践 SNS コラボ研究会 

起業セミナー 11 月 14 日 創業は夢の始まりか、苦しみの始まりか。 

3 月 23 日 じょうほうはおもしろいぞー 

3 月 24 日 「イライラ棒」を作ろう～電気の性質を知る～ 

小学生親子セミ

ナー 

3 月 25 日 ソーラーカーを作ろう 

 

教育研究の成果の社会への還元について、印西市との連携に基づいたボランティア活動や

各教員の研究成果の発表、情報環境学研究科大学院生の論文発表会等がある。 
国や地方自治体等への政策形成への寄与については、千葉ニュータウンキャンパスの教職

員は、官公庁や独立行政法人、財団法人、企業等での学術指導、各委員会委員等として幅広

く活躍している。その中には、下表のとおり、印西市との連携協定に基づいた政策形成への

寄与についても含まれている。 
 

2009 年度（平成 21 年度）印西市との連携協力協定による政策形成への寄与（表 7-13） 

会議名称 連携の形態 
印西市情報公開審査会 委員 
印西市個人情報保護審査会 委員 
印西市情報化推進会議 委員 
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大学の施設・設備の社会への開放や社会との共同利用の状況については、施設の学外貸与

規程に基づき、有料での施設・設備の貸与を行っており、本学と関係ある学会の講演会及び

講習会等については、使用料を免除している。 
また、図書館については、現在、千葉ニュータウンキャンパスは印西市との連携協力協定

に基づき、開放しており、企業からの紹介状等があった場合には柔軟に対応している。 
さらに、印西市とは、「東京電機大学千葉ニュータウンキャンパスにおける災害時の相互協

力に関する協定」を締結し、地震・風水害の大規模が発生し、住民等の避難が必要となった

場合には、本学千葉ニュータウンキャンパスの施設を広域避難場所として使用することとな

っている。 
 

＜東京千住キャンパス(平成 24 年４月開設)＞ 

 平成 24年４月に、本学が足立区の北千住駅東口に進出することを決定したことを受け、キ

ャンパス開設時には区内での通常の産学公連携体制がとれるよう、足立区や地域の各種団体

との交流を開始している。 

さらに、産官学交流センターと足立区産業経済部産業政策課経済活性化係との間で、東京

電機大学と足立区及び足立区産業界における産学公連携活動について幾度となく意見交換を

行った結果、区内企業に産学連携活動全般を紹介する「足立区産学連携交流会 with 東京電機

大学」を区と共催で開催し、また、教員・学生による町工場見学会を開催するなど、大学と

足立区との連携活動に種々取り組んだ。 

【点検・評価】 

大学の教育や研究の活性化を目的に企業などからの資金援助を受けて運営される寄付講座

の開設条件を整備したことは、より企業等社会との連携体制を構築しやすくすることに繋が

るため評価できる。 

ME 講座については、受講対象者（企業団体・個人）が、医療関連企業技術者、医師、技師

等であり、その専門性の高さに特徴があるなかで、2009 年度（平成 21 年度）においては一

部内容を地域社会の生涯学習活動に貢献できるよう工夫した結果、本来の受講対象者である

専門家層の受講者から講演レベルを疑問視する声がアンケート等で指摘されるに至ったため、

来年度の実施にむけて講演内容を再度検討する必要がある。 

教育研究成果(「研究シーズ」)の社会への還元については、教育研究活動を個々の教員の

活動に依存している一方で、その研究成果の社会への還元部分のみを産官学交流センターが

担っていることに基づく、大学の「研究シーズ」と社会の「ニーズ」とのギャップが明確に

なっているため、このギャップを埋める体制・活動を構築する必要がある。 

毎日学ぶ英会話講座については、月～金曜日の毎日開講しているが、学外者からの申し込

みが少ない。学外者からの申し込みを増やすためには、広く広報を行うことについての検討

が必要である。 

東京神田キャンパスでは、公開科目、ME 講座、Mathematica 講座、毎日学ぶ英会話講座等

で、社会人を対象として受講を受付けているが、千代田区と連携した公開講座等は開催され
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ていない。今後は、積極的に千代田区や企業と連携した公開講座等の開催に向けて検討を行

う必要がある。 
埼玉鳩山キャンパスでは、鳩山町と理工学部が、教育、文化、人材育成、まちづくり、防

災等の分野において、それぞれの観点から双方が連携協力を行い、多様な活動を展開してお

り、評価できるものと考えるが、地域と連携した学生参加型のボランティア活動を積極的に

行えば、さらに地域との連携が強くなると思われる。 
千葉ニュータウンキャンパスでは、印西市と情報環境学部が、産業の振興や教育・文化、

人材育成、まちづくり、福祉、防災等、それぞれの観点から双方が連携協力を行い、情報環

境学部の教職員が印西市の主催する各種の委員会委員として参画していることも評価できる。 
東京千住キャンパスが開設される足立区において、区内企業に産学連携活動全般を紹介す

る「足立区産学連携交流会 with 東京電機大学」を区と共催で開催し、また、教員・学生によ

る町工場見学会を開催するなど、大学と足立区との連携活動に種々取り組んだことは、区内

企業等が大学を身近に感じることや足立区との信頼関係の構築につながっていることから評

価できる。 
【改善方策】 

 大学全体の公開講座としては、「ME 講座」については、本来の講座開講の主旨である先端

的な内容に特化した講座のテーマ・内容となるよう再度検討を行う。 

「毎日学ぶ英会話講座」について、一般、地域住民にも多く参加して貰えるように、テー

マ、実施形態等について検討を行う。東京神田キャンパスでは、社会貢献を全体的に積極的

に行うためにも、千代田区との連携協力関係を強化するための検討を行う。また、鳩山キャ

ンパスでは、学生参加型のボランティア活動を積極的に行うための検討を行う。（到達目標①・

②） 

 

 

(7-2) 企業等との連携 

【現状説明】 

企業と連携した社会人向けの教育プログラムの運用については、これまで東日本旅客鉄道

株式会社と企業依託契約を締結し、社会人教育の一環として社会人学生の受け入れを行って

きたが、2009 年（平成 21 年）8月に東京電力株式会社とも同契約を締結した。 

また、大学と大学以外の社会的組織体との教育研究上の連携策については、下表のとおり、

各学部・研究科において、企業等と教育上の連携策として、取り組みを行っている。 

 

大学と大学以外の社会的組織体との教育研究上の連携（表 7-14） 

内容 

国内研究機関との大学院指導体制の連携（連携大学院） 

インターンシップによる在学生の企業内教育 

東日本旅客鉄道株式会社との企業依託契約による社会人学生の受け入れ 

マレーシア・ツイニングプログラム（日本の円借款資金によってマレーシア政府が実施する留学生派遣事業） 
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情報環境学部プロジェクト科目（企業や自治体等からテーマを募り、それらを学生が解決する科目） 

 

産官学交流センターでは、主に研究促進の基盤づくりとして情報交換を目的とした他大学

との交流、研究費確保を目的とした、公的機関及び企業との連携を下表のとおり行っている。 

他大学と比較して特徴的な形態として、金融機関（三菱 UFJ 信託銀行・三井住友銀行・り

そな銀行・みずほ銀行）との連携を展開している。金融機関が持つ企業との太いパイプの活

用を前提に、異業種交流等の一端として定期的な交流を模索している。 

 

産官学交流センターによる社会的組織体との教育研究上の連携（表 7-15） 

内容 

私立大学承認 TLO 会議（5大学） 

理工学系 6大学合同会議（6大学） 

関東・関西 10 私大産学連携推進会議（関東 6大学・関西 4大学） 

技術移転支援のための環境整備 

公的機関からの共同研究、受託研究 

企業からの共同研究、受託研究 

特許実施許諾料の一部（35％）を報償金として還元 

官公庁との連携 

各種地域団体との連携 

金融機関との連携 

 

企業等との共同研究、受託研究の規模・体制・推進の状況について、本学における共同研

究、受託研究の取扱いは、「学校法人東京電機大学共同研究取扱い規程」及び「学校法人東京

電機大学受託研究取扱い規程」を定め、それに基づいて機関（大学）管理として学内処理を

行っている。 

2005 年（平成 17 年）には、企業と大学との連携に係わる公的助成金を本学から請求する

際に、不適切な行為があった旨の指摘を受け、交付された助成金を一部返還すると同時に、

再発防止策を策定して大学内に周知徹底を図った。併せて、「東京電機大学科学研究活動にお

ける行動規範」、「東京電機大学科学研究活動の不正行為防止に関する規程」、さらに利益相反

に係わる「東京電機大学利益相反ポリシー」、「東京電機大学利益相反マネジメント規程」、「東

京電機大学教職員の利益相反に関する免責条項（セーフハーバールール）及びガイドライン」、

「学校法人東京電機大学職員兼業規程」等、教育研究活動に係わる倫理規程等を定め、再発

防止を徹底した。特に外部公的資金による共同研究及び受託研究の場合は、「東京電機大学公

的研究費取扱要項」（2006 年（平成 18 年）7月から運用開始）により、研究費の適切な管理

と公正な執行、使途の透明性の徹底的な確保に努めている。 

また、2008 年度（平成 20 年度）より具体的な競争的資金獲得の目標を設定し、教員への

啓蒙促進、シーズ発掘を行いながら、件数の増加及び研究費の増額に向けて取り組んでいる。 

特許・技術移転を促進する体制の整備・推進状況について、教員から申請される職務発明

の件数は落ち着きつつある傾向にある。一方で、特に学内周知に努力している結果、毎年初
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めて特許を出願する教員の申請件数が増加している。特許出願件数等については下表に示す。 

 

特許出願件数（2006 年度（平成 18 年度）～2008 年度（平成 20年度））（表 7-16） 

国内出願 
2006 年度 

（平成 18年度） 

2007 年度 

（平成 19年度） 

2008 年度 

（平成 20年度） 

届出件数 32 21 23 

出願件数 32  9 15 

特許取得件数  2  4  4 

 

 特許の取り扱いは、「学校法人東京電機大学職務発明等規程」に基づき、各種手続きを行っ

ている。2006 年度（平成 18 年度）には発明内容審査体制の強化を図り、より更に質の高い

特許出願を行うため、独立行政法人科学技術振興機構（JST）の特許主任調査員（分野別 3

名）を本学の知財マネージャーとして委嘱し、そこでの評価を参考として、学内に設置され

ている｢職務発明等委員会｣にて審議を行い、大学として承継するか否かの判断を行っている。 

「産学連携に伴う利害関係の衝突」に備えた産学連携に関わるルールの明確化の状況につ

いて、2007 年（平成 19 年）3 月に、従前からあった｢学校法人東京電機大学職員兼業規程｣

を見直すと同時に、「東京電機大学利益相反ポリシー」、「東京電機大学利益相反マネジメント

規程」、「東京電機大学教職員の利益相反に関する免責条項（セーフ・ハーバー・ルール）及

びガイドライン」等の規程類を整備し、制定。同 4月から施行している。 

発明取扱い規程、知的財産に関わる権利規程の明文化の状況について、本学では、「学校法

人東京電機大学職務発明等規程」（2002 年（平成 12 年）1月 25 日制定・2006 年（平成 18年）

5月 31 日廃止・2006 年（平成 18年）6月 1日新規制定）を定め、本学教員より届出があっ

た職務発明等（知的財産権）の取り扱い、本法人への権利承継、出願・中間管理等を実施し

ている。 

【点検・評価】 

企業等との共同研究、受託研究の規模・体制・推進の状況については、ここ数年、企業や

公共団体からの共同研究、受託研究費の獲得は上昇傾向にある。今後に向けて、これまで共

同研究、受託研究費を受諾していない教員への理解を深め、より研究費の獲得に繋がるよう、

新任教員を対象として産学連携に関する手引き書の配布を開始する等、産学連携活動自体を

教員に広める工夫を行っているところは評価できる。 

特許・技術移転を促進する体制の整備・推進状況については、今後、共同研究、受託研究

等からの派生特許を考慮した共同出願を行う等、出願費用を抑制しつつ、出願件数自体を増

加させる検討が必要と考えられる一方で、取得した特許についての取扱いについて考える必

要がある。 

【改善方策】 

企業と連携して社会人向けの教育プログラムを運用している大学における、教育プログラ

ムの内容とその運用について、企業のニーズや、資格取得に合わせた受け入れ方法を調査し、

今後、学内委員会等を設置し、教育プログラムの内容やその運用方法について検討を行う。 
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企業等との共同研究、受託研究の規模・体制・推進の状況について、今後、大幅な受託研

究費、共同研究費の増額を目指すために、外部支援機関との連携、本学単独の技術移転等の

イベントの開催等により、企業等からの研究費を獲得出来るよう、検討を行う。なお、特許

権信託制度の利用については、その具体的な効果が望めないことから、2009 年度（平成 21

年度）を以って取り止める。（到達目標④） 

特許・技術移転を促進する体制の整備・推進状況については、特許・技術移転に係る専門

的知識を持った人材の登用、及び人材の育成等の検討を行う。その結果、知財本部活動とし

ての技術移転推進体制の再構築を図り、特許出願数についても「職務発明等届」申請数及び

出願件数（企業との共同出願を含む）を増やす。（到達目標⑤） 

大学と大学以外の社会的組織体との教育研究上の連携策について、各種団体との連携の体

系化、更に具体的な社会への貢献方法を、今後、学内委員会等を設置し検討を行う。（到達目

標②） 
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